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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 31 年４月１日
支出負担行為担当官
宮内庁長官官房主計課長 鈴木 恭人

◎調達機関番号 008 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量
皇居内で使用するガス
契約時間最大流量 622／ｈ
年間使用予定ガス量 375622

 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 平成31年７月１日から平成32年
６月30日
 履行場所 支出負担行為担当官が別途指定
する場所
 入札方法 入札金額は総価で行う。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に消費税及び地方消費税の税率に相当す
る額を加算した金額（１円未満の端数切り捨
て）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった契約金額から
消費税及び地方消費税に相当する金額を除い
て入札書に記載すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、電子
調達システムで行う。
なお、電子調達システムによりがたい者は、
支出負担行為担当官に書面により申し出た場
合に限り紙入札方式によることができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 宮内庁から指名停止の措置を受けている期
間中の者でないこと。
 平成31・32・33年度内閣府競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の販売」において、
「Ａ」又は「Ｂ」等級に格付けされる者であ
ること。

 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 ガス事業法（昭和29年法律第51号）に基づ
きガス小売事業者として登録されている者で
あること。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
３ 入札手続等
 担当係
〒1008111 東京都千代田区千代田１番１
号 宮内庁管理部管理課経理係 友成、野中
電話0332131111（内線3478）

 入札説明書の交付期間、交付場所等
 交付期間 平成31年４月１日から平成31
年５月22日まで（行政機関の休日に関する
法律（昭和63年法律第91号）第１条第１項
に規定する行政機関の休日（以下「行政機
関の休日」という。）を除く。）の毎日、午前
10時から午後５時まで。ただし、正午から
午後１時までの間を除く。
 交付場所 ３に同じ。
資料交付希望の場合は、事前に３へ連
絡すること。
 交付方法 交付資料は、全て貸与とする。
交付を求める際は、内閣府における競争参
加資格確認通知書の写しを提出すること。
なお、交付資料は、その目的が無くなっ
た時（入札日又は、入札参加を取り止めた
時）には、交付場所へ返却（郵送可）する
こと。

 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法
 提出期間 平成31年４月１日から平成31
年５月22日までの毎日午前10時から午後５
時まで。ただし、行政機関の休日及び正午
から午後１時までの間を除く。
 提出場所 ３に同じ。
 提出方法 持参、郵送（書留郵便に限る。
提出期間内必着。）又は託送（書留郵便と同
等のものに限る。提出期間内必着。）とする。
ただし、電子調達システムにて提出する場
合は、電子調達システムに基づくものとす
る。

 入札及び開札の日時並びに場所等
 入札日時 競争参加資格の確認通知を受
けた日より平成31年６月６日午後５時ま
で。ただし、行政機関の休日及び正午から
午後１時までの間を除く。

 提出場所 ３に同じ。
 提出方法 原則持参とし、入札参加者が
遠隔地にいる等の場合郵送を認める。（書留
郵便に限る。提出期間内必着。）又は託送（書
留郵便と同等のものに限る。提出期間内必
着。）とする。ただし、電子調達システムに
て提出する場合は、電子調達システムに基
づくものとする。
 開札日時 平成31年６月７日午前10時
 開札場所 管理部会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を指定する期
日までに提出しなければならない。入札者は、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、これに応じなければな
らない。また、入札に参加を希望する者は、
上記証明書類とあわせて暴力団等に該当しな
い旨の誓約書を提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書その他入札の条件に違反した者の提出した
入札書は無効とする。また、入札に参加した
者が、の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓
約をし、若しくは誓約書に反することとなっ
たときは、当該者の入札を無効とするものと
する。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yasuhito Suzuki, the Ob‑

ligating Officer, Director of Accounts Divi‑

sion, Grand Stewards Secretariat, Imperial

Household Agency, 11 Chiyoda, Chiyoda‑
ku, Tokyo 1008111 Japan.
 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Gas used in the Imperial Palace

Grounds ; Contracted maximum flow rate

622 Cubic meters／h ; Estimated annual co‑
nsumption 375,622 cubic meters

 Delivery period : From 1 July 2019 th‑

rough 30 June 2020

 Delivery place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting, Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause not
come under Article 71 of the Cabinet Order

concerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting not be suspended from transac‑
tions by request of the officials in charge of

contract have Grade A or B on sale of
products in terms of qualification for par‑

ticipating in tenders by Cabinet Office

(standardized qualification for every Minis‑

try and Agency) in the fiscal years, 2019,

2020 and 2021. prove neither the business
condition nor credibility is deteriorating 
Have got the permission as general gas util‑

ities based on the Gas Utility Industry Law,

or who is performing the notification as a

gas lead pipe entrepreneur based on the

Law, or those who is performing the no‑

tification as large quantity gas utilities

based on the Law. have had the tender
documentation delivered.
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